
 

第２ 租税特別措置法関係通達（法人税編）関係 

昭和 50 年２月 14 日付直法２－２「租税特別措置法関係通達（法人税編）の制定について」（法令解釈通達）のうち次の「改正前」欄に掲げる

ものをそれぞれ「改正後」欄のように改める。 

 

一 第 66 条の６～第 66条の９｟内国法人の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠関係 

改         正         後 改         正         前 

（課税対象金額等の円換算） 

66 の 6－4 内国法人が措置法第 66 条の６第１項、第６項又は第８項の規定によ

り特定外国関係会社若しくは対象外国関係会社に係る課税対象金額、部分対象

外国関係会社に係る部分課税対象金額又は外国金融子会社等に係る金融子会社

等部分課税対象金額に相当する金額を益金の額に算入する場合における当該課

税対象金額、部分課税対象金額又は金融子会社等部分課税対象金額及び同条第

10 項第２号に規定する部分適用対象金額又は金融子会社等部分適用対象金額

の円換算は、当該外国関係会社の当該事業年度終了の日の翌日から４月を経過

する日における電信売買相場の仲値（基本通達 13 の２－１－２に定める電信

売買相場の仲値をいう。以下 66 の６－21 までにおいて同じ。）による。ただ

し、継続適用を条件として、当該内国法人の同日を含む事業年度終了の日の電

信売買相場の仲値によることができるものとする。 

(注) ただし書による場合において、当該内国法人が２以上の外国関係会社を有

するときは、その全ての外国関係会社につき、当該電信売買相場の仲値によ

るものとする。 

（課税対象金額等の円換算） 

66 の 6－4 内国法人が措置法第 66 条の６第１項、第６項又は第８項の規定によ

り特定外国関係会社若しくは対象外国関係会社に係る課税対象金額、部分対象

外国関係会社に係る部分課税対象金額又は外国金融子会社等に係る金融子会社

等部分課税対象金額に相当する金額を益金の額に算入する場合における当該課

税対象金額、部分課税対象金額又は金融子会社等部分課税対象金額及び同条第

10 項第２号に規定する部分適用対象金額又は金融子会社等部分適用対象金額

の円換算は、当該外国関係会社の当該事業年度終了の日の翌日から２月を経過

する日における電信売買相場の仲値（基本通達 13 の２－１－２に定める電信

売買相場の仲値をいう。以下 66 の６－21 までにおいて同じ。）による。ただ

し、継続適用を条件として、当該内国法人の同日を含む事業年度終了の日の電

信売買相場の仲値によることができるものとする。 

(注) ただし書による場合において、当該内国法人が２以上の外国関係会社を有

するときは、その全ての外国関係会社につき、当該電信売買相場の仲値によ

るものとする。 

 

 

二 経過的取扱い 



 

改         正         後 改         正         前 

（経過的取扱い…改正前の措置法等の適用がある場合） 

改正法令（所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第 13 号）、租税

特別措置法施行令の一部を改正する政令（令和７年政令第 127 号）及び租税特

別措置法施行規則等の一部を改正する省令（令和７年財務省令第 26 号）をい

う。）による改正前の措置法第 66 条の６から第 66 条の９の５まで、措置法令

第 39 条の 14 から第 39条の 20 の９まで及び措置法規則第 22 条の 11から第 22

条の 11 の３までの規定の適用を受ける場合の取扱いについては、この法令解

釈通達による改正前の租税特別措置法関係通達（法人税編）の取扱いの例によ

る。 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


